






























































































































































































































































































































































時の給与」であるとされていた。旧法基通 9 - 2 -12（平成
19年課法 2 - 3 により削除）参照。





























理 解 が あ る。See EdwardA.Zelinsky,TheTaxPolicy
Case forDenyingDeductibility toExcessiveExecutive
Compensation,58TaxNotes1123（1993）.





（15）谷口・前掲注（ 1）は，役員退職給与が法税34条 1 項の
対象外の理由を「会社法上『報酬等のうち額が確定してい
る者』（361条 1 項 1 号）として，いわゆるお手盛り防止の
ための措置が講じられている…ことを〔法人税法は〕尊重
して、役員退職給与を全額損金不算入の対象外給与とした」





















17. 2 . 4 訟 月52巻 8 号2610頁 お よ び 東 京 地 判 平27. 2 .26
（LEX/DB文献番号25506290）参照。




















































































（29）法基通 9 - 2 -28。この通達が発遣された経緯の説明とし
て，渡辺淑夫「法人税基本通達等の一部改正について」租
税研究370号24頁，37-38頁（1980年）参照。
